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研究成果の概要（和文）：研究成果の１点目は家父長制の重要な要素である性役割意識の多元性を明らかにした
ことである。本研究では性役割意識はa)男性の家庭役割への肯定 b)分業的な性役割への否定 c) 母親の労働役
割への肯定の３次元があることが明らかとなった。さらにそれらの性役割意識は夫の家事参加とも関連してお
り、性によって関連が異なることも明らかとなった。２点目は日本人の中間回答の背景について自由記述を元に
分類した。その結果、中間回答の多くが中間的立場を示しているとは言えないこと、負担の回避は起きているが
大多数を占めるとはいえないこと、社会的望ましさバイアスが強く表れているとはいえないことなどが明らかに
なった。

研究成果の概要（英文）：The first of the research findings is the clarification of the pluralism of 
gender role consciousness, an important element of patriarchy. The study revealed that gender role 
consciousness has three dimensions: a) affirmation of men's domestic roles, b) rejection of division
 of labor gender roles, and c) affirmation of mothers' labor roles. Second, we categorized the 
background of the intermediate responses of Japanese respondents based on their free answers. As a 
result, it became clear that most of the intermediate responses did not indicate an intermediate 
position, that burden avoidance occurred but did not account for the majority, and that social 
desirability bias was not strongly expressed.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
性役割意識について、これまでの大規模社会調査は分業主義的な立場からの測定がほとんどであり、平等主義的
な立場からの測定は限定的であった。本研究ではこの性役割意識を平等主義的な立場を含めて３次元でとらえる
ことにより、性役割の現代的な側面について評価できるようになった。また、ジェンダー不平等の代表的な事例
である夫婦内の家事分担についてはこれまで性役割意識との関連が報告されていたが、性役割意識のどの要素が
ジェンダー平等に資するか解釈できるようになった。また、日本人の中間回答のメカニズムを分析したことで、
日本人の中間回答傾向の背景の一部が理解できるようになった。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

21 世紀のアジア家族は変化している。しかしその変化の方向は一様ではなく、変化をも

たらす複雑なメカニズムも十分解明されているとは言えない。一部には超低出生率、離婚率

の上昇、女性の高学歴化と就業機会の拡大など、西洋社会が歩んできた第一・第二の近代

（Beck 1986）の段階を一気に進めるような「圧縮された近代」 がみられる一方(Chang 2010; 

Ochiai 2010)、これまで女性の社会進出が進んでいた社会で女性の主婦化が起きたり、比較

的高い出生率を維持している社会があったりなど（Ochiai 2011）、アジア内部の差異につい

ての研究関心が高まっている。近年では、アジア内部を詳細に比較分析出来る東アジア社会

調査（East Asian Social Survey=EASS：中国・日本・韓国・台湾)やアジア家族比較調査

（Comparative Asian Family Survey＝CAFS：タイ・ベトナム・マレーシア・インド・カタ

ール・トルコ)など、アジアの家族を詳細に比較できるデータの蓄積が進んでおり、アジア

内部の家族の多様性と共通性を確かな量的データに基づいて明らかにすることが期待され

ている。 

しかし、これまでの分析から、アジアの家族比較の根幹にかかわる問題も明らかとなって

きた。端的にいうと、「意識と実態の乖離現象」である。例えば中国は共働きが多く、家事

分担も日本より公平だが、意識は保守的である。一方、日本はアジアの中でも強い性分業が

あるものの、意識はリベラルである。この乖離現象を生み出す原因の１つとして考えられる

のは、日本における中間回答（どちらともいえない）の多さである。例えば 7 点尺度の中間

回答である「4どちらともいえない」を保守的な立場ととらえた場合は家父長制意識の相対

的位置は中国と同程度に保守的な位置となる。このように日本における「あいまい」な回答

の多さ、そして中間回答の解釈で意識の布置関係が変わるという点は、アジアの国際比較に

おいて①家父長制を測定する尺度の妥当性や②中間回答の扱いについて問い直す必要があ

るということを示している。しかしこのようなアジアにおける国際比較の方法論の精緻化

はデータの蓄積に比して十分とはいえない。 

 

２．研究の目的 

本研究の目的の１点目はアジアの家父長制を測定するための尺度の開発、２点目は中間

回答をめぐるアジアにおける人々の解釈を明らかにし、適切な分析方法を構築することを

通じて、これまで西洋を中心として発達してきた国際比較研究の方法論を再構成すること

を目的としている。 

 

３．研究の方法 

 本研究を遂行するためインターネットによる量的調査について、国内調査と国外調査（タ

イ・ベトナム・マレーシア）の２つの調査を実施した。 

国内調査については、調査対象は調査時点で日本に住む 20歳～69歳の男女であり，調査

期間は 2023年 2月 21 日～3月 1日である．標本抽出は割当法を用いた．具体的には，性別

（男性・女性）・年齢段階（5歳刻み）・地域（北海道・東北・近畿・中部・近畿・中国・四

国・九州）で層化し，2020年の国勢調査によって各セルのサンプルサイズの割合が 2020年

の国勢調査の割合と一致するように割り当てた．本調査の調査項目は，性役割に関する意識

16 項目，本人と配偶者の家事頻度 7 項目，本人と配偶者の年齢・学歴・就業状況などの属



性や主観的健康観，同居家族などを含めている． 

 国外調査については、基本的には国内調査に準じた。調査地は韓国・タイ・ベトナムであ

り、調査対象は調査時点でそれぞれの国に住む 20歳～69歳の男女であり，調査期間は 2024

年 2 月 19 日～3 月 1 日である．標本抽出は割当法を用いた．具体的には，性別（男性・女

性）・年齢段階（5歳刻み）のカテゴリについてそれぞれ 50名ずつ均等に割り当てた。最終

的に 600名×3か国で合計 1800回答を集めた。調査内容は基本的に日本国内調査に準じた。 

 

４．研究成果 

研究成果の１点目は家父長制の重要な要素である性役割意識の多元性を明らかにしたこ

とである。本研究では性役割意識は a) 男性の家庭役割への肯定 b) 分業的な性役割への否

定 c) 母親の労働役割への肯定の３つの次元があることが明らかとなった。さらにそれら

の性役割意識は夫の家事参加とも関連しているが、その関連の仕方は性によって異なるこ

とも明らかとなった。 

２点目は日本人の中間回答の背景について自由記述を元に分類した。その結果、中間回答

の多くが中間的立場を示しているとは言えないこと、負担の回避は起きているが大多数を

占めるとはいえないこと、社会的望ましさバイアスが強く表れているとはいえないことな

どが明らかになった。このことで、日本人の中間回答行動の背景についてさらに深く解釈で

きるようになった。 
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